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Ａ. 研究目的 

本研究では発達障害者が危機的事態に陥った状

況を想定し、①危機的事態をいかに防止するかの

リスクマネージメントの方法と、②実際に危機が

生じた時にどのように本人と周囲の被害や混乱を

最小限にするかのクライシスマネージメントの方

法を検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

我が国および海外における発達障害のリスクア

セスメント、リスクマネージメントについての文

献調査を行うために、以下の方法にて文献検索を

行った。日本語論文と英語論文にわけて行った。 

 

Ⅰ.日本語文献 

医学中央雑誌ウェブ版、CiNii、 Google Scholar、

Google、厚生労働科学研究データベースを用いて

以下のキーワードを掛け合わせた。まず医中誌ウ

ェブ版についての手順は以下の通りである。検索

は最終的には 2017年 3月 18日に実施した。対象

とする文献の発行年は1995年から2017年とした。

なお、1995年を起点としたのは阪神大震災が 1995

年１月に発生したからである。検索語は以下に設

定した。会議録は除外した。 

 

①発達障害、自閉症スペクトラム、ADHD、知的

障害×リスクマネージメント or クライシスマネ

ージメント×災害、事故、福祉避難所、災害弱

者、避難行動要支援者(改正災害対策基本法によ

る用語、平成 25年)。なお事故のキーワードで

は虐待が検索されるが、本研究では虐待につい

ては除外した。 

 

②発達障害と犯罪で上記と同一条件で検索する

と 1,000 件以上がヒットするため、発達障害 or 

自閉症スペクトラム or ADHD or 知的障害 and 犯

罪 and支援の３つを掛け合わせ、本研究の目的に

あった論文を抽出した。なお使用したデータベー

スは①と同じである。 

  

【研究要旨】 

過去の国内外の文献をレビューし、発達障害が関与するリスクマネージメントとクライシスマ

ネージメントについて最新の知見をまとめることを意図した。多様な方法で文献検索を行ったが、

本テーマについて正面から扱った論文は少なかった。我が国のみならず国際的にも、発達障害

者の緊急時支援については未解決の問題が多いこと、十分な検討がされていないことがわか

った。適切な支援体制を構築するためには今後も研究蓄積が必要である。 

 



①で抽出された論文の多くが、内容的には本研

究とは無関係な論文が多く抽出された。例えば、

ワクチンの自閉症発症のリスクや向精神薬のリス

クに関する論文などである。そのためキーワード

で検索されても本研究のテーマとは直接関係のな

い文献・単行本は除外した。除外したのは以下の

いずれかに当てはまる文献・単行本である①医学

的・心理学的な治療方法をテーマにしている。②

緊急時をテーマにしているが生理学的反応などを

テーマにした基礎的な研究。③事例報告のうち、

リスクマネージメントやクライシスマネージメン

トについての十分な記載がないもの、④対象が重

度の知的障害や重度の知的障害を伴う自閉症など、

中重度の知的障害を伴う事例に限定されるもの。 

 

Ⅱ.英語論文 

MEDLINE、PsycINFO、SocINDEXを使用した。 

Autism (ASD) or ADHD×disaster、accidents×

risk management、crisis management、evacuation

で検索した。除外する条件は日本語文献と同様で

ある。 

 

Ｃ.研究結果 

日本語論文 

 クライシスマネージメントの用語は日本の医

療界では定着していないようである。医中誌

でクライシスマネージメントをキーワードに

検索すると 12 件、CiNiiでは１件しかヒット

せず、発達障害に関連した論文は一編しかな

かった。 

 

事件 

 発達障害のクライシスマネージメントにつ

いては養護学校の教師が執筆したモノグラフ

がある（子どもたちの自立を支援する会,2014）。

本書は障害をもった子どもたちが経験する危

険性があるトラブルに対して、どのような予

防・回避・対処法があるかを本人にわかりやす

くイラストを用いて解説しており、参考にな

る。本書が想定したトラブルの内容は危険な

薬物、暴力、消費者被害、SNS等の情報発信な

ど発達障害の青年や成人が遭遇しやすいトラ

ブルについて具体的な事例を掲載し、話し合

いのもと本人に対処法を考えさせるワークを

実施できるようになっており有用である。 

堀江らは長年にわたって本研究版のテーマ

である緊急時の支援方法について実際の活動

を通じて支援・検討をしてきた。詳細は本報告

書の全国トラブルシューター養成研修の活動

報告を参照されたい(堀江,2005,2009a,2009b, 

2015;堀江・小倉ら,2014)。酒井(2017)は知的

障がい者が逮捕される事例について、地域で

取り組むことのできる支援について検討し、

地域の様々な機会を活用し、研修会・勉強会

の開催を行い、地域住民の理解を図る取り組

みを工夫していくこと、施設職員を対象とし

た研修会や事例検討会の開催を検討すること

の必要性を指摘した。 

 

災害 

 障害者と災害全般 

災害全般のリスクマネージメント、クライシス

マネージメントについては東日本大震災後に

多くのモノグラフが発行された。障害児・知的

障害・発達障害者関係団体災害対策連絡協議

会 (2012)は知的障害、発達障害の災害時の支

援について多方面から検討している。特に災



害発生時の課題として、①障害児者の被災状

況の把握  ②物的支援③人的支援④災害に対

する障害児者施設の備え⑤障害児者の避難所

や避難先での生活の必要性を訴えている。 

日本弁護士連合会・高齢社会対策本部 

(2012)は障害者の権利保護の観点から障害特

性を十分考慮した避難先・住まいを容易に確

保し、これらの人々が安全して生活できるよ

うにすることを提案した。 

 東京臨床心理士会(2013)は震災後のスクー

ルカウンセラー活動を総括し、被災後の発達

障害の子どものニーズは、それまでもあったで

あろう発達障害等による現象が被災によって

表面化したための対応であることが多かった

ことを報告した。 

青田・八幡(2014)は、福島県南相馬市で障害

者の支援を行った経験から大震災および原発

事故の中、障害者という存在がいかに弱い存

在かを再認識し、その現状を訴え、災害を想定

した支援ネットワークの構築や、第一避難所

として福祉避難所の開設の必要性を論じてい

る。 

東京都社会福祉協議会 (2014)は東日本大

震災の被災地などの実践の中で培われている

ことを事例集としてまとめた。大田区自立支

援協議会が平成２２年度より実施した障害特

性や必要な手助けなど自分や保護者があらか

じめ記入しておく「たすけてねカード」を検討

し作成したこと、東京都も同様の意義を持つ

「ヘルプカード」の作成事業を開始し、標準様

式を定め「ヘルプカード(たすけてねカード)」

に一新したことが述べられている。 

蟻塚(2016)は発達障害や自閉症を有する人

は、震災によって著しく能力が損傷されてい

る可能性を提示し、震災の後から言葉をうま

く構成できなくなった者や、発達障害である

ものの何とか適応してきた成人が、震災後に

他人との会話の受け答えが難しくなった例を

掲載しており、被災地でこのような発達系の

能力のブレークダウンや運動機能の低下がみ

られた場合、震災との関連を疑われることを

指摘している。 

北村(2013,2015)は災害時要援護者のうち

対策が遅れている知的・発達障害(児)者を中

心に、身体障害者(肢体不自由、視覚障害、聴

覚障害、盲ろう)に対する災害準備と急性期・

復旧期・復興期における情報提供と心理的支

援を含めた福祉的避難支援のあり方を４つの

側面から調査した。その結果、震災直後から

「場所」「情報」「物資」「理解」の不足がス

トレスの原因になっていたこと、時間が経過し

ても「場所」と「理解」をめぐる問題は軽減さ

れず、「理解」に伴う「ケア」の不足は強くな

ったことを明らかにした。また、知的・発達障

害(児)者自身が災害・避難・避難生活につい

て理解するための教材(「自閉症の人のための

防災・支援ハンドブック」マルチメディアデイ

ジー版(日英)、「防災実践 Book 地震に備え

ていのちをまもる」(所沢版発達障害編、全国

版一般編)と教育プログラム(iPadアプリ「ま

もるリュック」(日英))を開発し、被災地にお

ける支援の中で評価を依頼し、改善点を明ら

かにした。 

  災害時の支援について発達障害に特化して

論じている報告や冊子は以下のとおりである。

まず、防災ガイドブックとしては防災支援ハン



ドブック(阿部・白井・北村,2012;日本自閉症

協会 2012;日本自閉症協会,2012)がある。 

 新井・金丸・松坂・鈴木(2012)は著者らの

経験から防災ハンドブックを作成した。 

 金子(2013,2015)は災害時における知的・発

達障害支援について震災後の研究調査の結果

から論じた。 

 岩手県自閉症協会の小川らは被災後の自閉

症の支援について報告した。発災直後は安否

確認が優先されたが、確認は困難を極めた。避

難所への不安を示す親子が多く自閉症の人の

ための避難所や服薬中の人には薬物を確保す

ることが重要であるとしている(小川,2014;藤

野・細田,2016)。 

 国土交通省は発達障害も対象に災害時にも

有用なコミュニケーションハンドブックを作

成した。このような試みが、今後も拡大してい

くことが期待される(国土交通省総合政策局安

心生活政策課,2017)。 

 

避難所と福祉避難所について 

 避難所については内閣府が作成した避難所

運営ガイドラインがあるが、障害者についての

記述は乏しく、発達障害への配慮については

何も記載されていない (内閣府 (防災担

当),2016)。福祉避難所についての検討もされ

てはいるが(江原,2006,全国宅地建物取引業

協会連合会・全国宅地建物取引業保証協

会,2013)、本研究班での当事者・家族インタビ

ューからは福祉避難所を活用できたという発

達障害の児者は極めて少なかった。 

 

 

住宅対策 

 精神障害者への配慮が随所に記載されてい

るが、発達障害については全く記載がない(全

国宅地建物取引業協会連合会・全国宅地建物

取引業保証協会,2013)。 

 

英語論文 

本研究に関連の深いのは次の 5 論文であっ

た。 

Kinney et al.（2008) は、妊娠中にカトリ

ーナハリケーンに被災した母の子どもの自閉

症の有病率が上昇した可能性について指摘し

た。 

 Valenti et al. (2012) は、イタリアのラ

クーア地震の後に自閉症の人の社会適応能力

が長期にわたって低下したことを報告した。 

 Boom et al. (2012) は、オーストラリアの

学校において知的障害を含む障害児全般への

災害時の統一した支援方針がなく学校によっ

てまちまちであることを指摘し、エビデンスに

基づいた緊急時支援体制やプランの作成の必

要性を強調している。 

 Sawa et al.(2013a,2013b) は、原発事故の

あと避難を余儀なくされた知的障害者の親の

心理的負担が大きく精神科的問題を持ちやす

く長期の心理的支援が必要であることを指摘

している。 

 ASDを対象にしたモノグラフは 1つあり、

Reiss(2010)の“Human needs and 

intellectual disabilities: Applications 

for person centered planning,dual 

diagnosis, and crisis intervention”が検索

されたが、すでに入手困難であった。 



Ｄ．考察 

 国内外の文献検討を行ったが、緊急時の発達障

害の支援については十分な検討はされていなかっ

た。我が国では特に東日本大震災に障害者の支援

についての研究が蓄積されつつあるが、いまだ十

分とはいえず発達障害の緊急時の支援については

未整理のことが多い。英語圏の論文についても本

研究班のテーマである緊急事態の支援を直接的に

検討したものは非常に少なかった。我が国のみな

らず国際的にも、発達障害者の緊急時支援につい

ては未解決の問題が多いこと、十分な検討がされ

ていないことがわかった。 

 

Ｅ．結論 

 国内外とも緊急時に発達障害を対象にして

リスクマネージメント、クライシスマネージメ

ントには十分な検討がなく、今後の研究蓄積

が必要である。 
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